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地域の防災力を向上させるためには，専門的かつ体系的な一般知識と，地域の地形や住民の特性に関する地

域知識の双方が必要である．前者は専門家により，後者は住民により創出され，共有される．本研究では一般

知識と地域知識が組み合わされた防災知識の構造と形成過程を定式化する．そこでは災害調査や災害経験など，

災害時にしか得られない知見の獲得と共有のプロセスに着目する．とりわけ地域防災ワークショップ等における

住民間の「対話」の機能に着目する．個人は対話において，相手の思いがけない状況想定に直面することを通

じて，想定外のことが起こりえるという感覚を維持し続けることができる．それによって災害の希少性による

危機意識の希薄化を防ぐことができる．本研究では社会心理学の視点を取り入れた動学的地域経済モデルを用

いて，知識形成の活性化に主眼をおいた地域防災力の向上の方策について検討する．

Key Words : Disaster prevention, knowledge development, Opportunity-Based Learning, dialogue,
economic growth

1. はじめに

地域防災を進める上で，専門家が作成したマニュア

ルにあるメニューを単純にこなしていくだけでは不十

分である．地域はそれぞれに，高齢化率が高かったり，

津波などの災害に襲われやすかったり，ベッドタウン

であったりといった固有の性格をもつ．よって地域各々

の事情を踏まえた防災対策が必要となる．本研究では，

「防災マニュアル」や「地域各々の事情」等の防災に必

要な知識の形成主体とその過程に着目して，地域防災

力と地域の発展の問題を考える．

自分達の地域の特性は何か，それに適した対策は何

かに関する理解やアイデアは，防災専門家や公的機関

に任せるだけではなく，住民が主体となって獲得して

いかなければならない．そして，個々人が過去の災害

から得た教訓や知恵は，それらを他の地域住民と交換

し共有していくことで地域防災力として結実させるこ

とが可能となる．したがって住民同士のコミュニケー

ションないし対話が地域防災には不可欠となる．

住民間の対話の意義は知識交換にとどまらない．対

話を通じて，自分が今まで考えもつかなかったような

新しい発見をする体験そのものにも重要な意味がある．

すなわち，思いがけずに相手に自分の考えを否定され

たり，予想を越えた想定を知ることは，自分が想定して

いない「思いがけないことが起こりえる」という認識

や感覚を維持し続けることに繋がる．すなわち「他者

のもつ偶有性」1)を意識し続けることにより，機能代替

的に災害の持つ偶有性を意識することが可能となる2)．

以下，2.では，地域防災力が一般知識と地域知識の

双方により構成されることを定式化する．前者は防災

の専門家が，後者は住民が創出して共有することで形成

される．その形成過程には”Opportunity-Based Learn-

ing(OBL，経験からの学習)”3)が重要な役割を果たす．

すなわち，実験やモデル分析からは解明できない知見

を災害時に得ることが防災対策のイノベーションとな

る．3.では，対話の効果に関心を集中するため，地域

知識に焦点を絞ったモデル分析を行う．対話を重ねる

ことで，新しい状況想定や対策のオプションを発見し，

地域知識を内容に富んだものにすることと同時に想定

外の意識の持続も期待できる．ここでは個人の対話の

動機を内生化したモデルを定式化して，知識形成の動

学的過程について分析する．

2. 防災知識と地域経済の発展

(1) モデルの前提

本研究では防災知識と地域経済の発展の関係をモデ

ル化する．本章では，専門化が形成する専門知識と地
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域住民が形成する地域知識の関係と，各地で発生する

災害から得られる知識の体系化に着目して防災知識の

構造を定式化する．それらの構造に関心を集中するた

めに，以下では堤防の建設や建物の耐震化などの防災

施設ストックについては扱わないこととする．モデル

において各地域の防災力は一般知識と地域知識の双方

から決定され，この集約された防災力が災害に対する

レジリエンスを決定すると考える．

モデルでは Solow modelの枠組みを採用する．すな

わち一定の投資率が外生的に与えられ，毎期の生産の

一定割合が投資にまわると考える．一方，各期で生産

活動や研究活動，調査活動に充てられる資源が存在す

ると仮定し，それを「労働」と呼ぶこととする．より

正確にいうと，毎期一定量が与えられ，ある上限のも

とで配分を決定することが可能であり，かつ次の期に

は持ち越せない資源を単純に「労働」と呼ぶが，そこ

に物質的な資源を含めてもよい．また，モデルでは離

散的時間軸を考え，各期を 1期,· · ·,t期,· · ·のように呼

ぶ．t期における変数を表す際には「変数 (t)」のよう

に表すものとする．また，社会は J 個の地域で構成さ

れていると仮定する．地域 j(= 1,…, J)における災害

を，以下の確率変数 ṽj(t)によって表す．

ṽj(t) =

(
1 with prob. λ1j

0 with prob. 1− λ1j
(1)

λ1j は災害の発生確率に相当する．各地域において 1期

間の災害の発生回数は高々1回とし，確率 λ1j で災害が

発生し，確率 1− λ1j で災害が発生しないと仮定する．

(2) 専門家による一般知識の形成

地域 jにおいて専門家主体で生成される知識Xj の形

成過程を定式化する．Xj は自然科学や社会科学，人間

科学を含む，防災に関する知識ストックを表す．Xj の

蓄積は次式で与えられると仮定する．

Xj(t+ 1)−Xj(t)
= G(Lxj)− δxXj(t) +Ψ(Lxj ,Θj(t))ṽj(t) (2)

右辺第 1項は防災分野の専門家が日ごろの研究活動を

通して毎期生み出す知識を意味する．ここで生成され

る知識は研究活動に充てる労働 Lxj を投入することで

獲得されるものとする．よって，G(Lxj)を専門家によ

る平常時の知識生産関数と呼ぶ．右辺第 2項は専門知

識の陳腐化によるストックの減少を表す．δx は減少率

を表す (0＜δx≦ 1)．また右辺第 3項は災害時にのみ得

られる新しい知見を表す．すなわち災害時の調査等を

通じて，新しい被害形態の発見や防災対策の効果の検

証などを行う Opportunity-Based Learning (OBL)を

表している．Ψ(·)は OBLの成果としての知識の増加

を表し，それは研究活動の労働 Lxj と災害調査費用Θj

に依存するものとする．災害時に特別に設ける研究調

査資金Θj をどのように決定するかは防災の財政におけ

る重要な問題である．簡単なモデル化のためには，例

えば資本ストック Kj の一定割合を充てるという政策

ルールを考えることも可能である．すなわち

Θj(t) = ωKj(t) (0＜ω≦ 1) (3)

のように表現できるものとする．Ψ(Lxj ,Θj)を災害調

査の知識生産関数と呼ぶ．

地域ごとに形成された知識Xj は，集約されて一般知

識 Aとなる．この集約作業は専門家の学会活動や出版

等を通して行われる．一般知識 Aは次式により与えら

れると仮定する4)．

A(t) = ²1

⎡⎣ JX
j

Xj(t)
σ1

⎤⎦ 1
σ1

(4)

²1 は各地域からの集約率を表すパラメータである (0＜

²1≦ 1)．²1は各研究者が地域フィールドで得られた個々

の知見をどの程度共有することができるのか，さらに

は各フィールドの知見をどの程度，一般性・普遍性が

高い定理や命題とすることができるのかを表す．また，

σ1 は知識の代替弾力性に関連した指標を表す (σ1≦ 1)．

代替弾力性は 1
1−σ1 で表される．

(3) 住民による地域知識の形成

既述のように，地域はそれぞれに，高齢者が多い，ベッ

ドタウンである，海岸沿いで津波に悩まされる等，さ

まざまな固有の事情をもっている．地域の事情によって

取るべき防災対策は変わるので，地域の事情は防災の

あり方に大きな影響をもつ．そして，その理解度は地

域防災力を決定する．そこで，はじめに地域 j の事情

に関する知識 Sj の蓄積を次式のように仮定する．

Sj(t+ 1)− Sj(t) = H(Lsj)− δsSj(t) (5)

右辺第 1項は地域の事情を常時調査して得られる知識

を意味する．ここで生成される知識は調査活動に充てる

労働 Lsj を投入することで獲得されるものとする．調

査活動には地方自治体の業務や，自治体が主導する地

域理解を促進する行事，町内会や地域に根付いたNGO

の活動等も含まれる．H(Lsj)を地域事情の知識生産関

数と呼ぶ．一方，右辺第 2項は知識が時間の経過とと

もに忘却されることを意味する．δs は知識の忘却率を

表す (0＜δs≦ 1)．

次に，地域 j の住民 l(l = 1,…, Nj)がもつ防災知識

zl の形成過程を定式化する．Nj は地域 jの住民総数を

表す．住民は自らの被災体験や，日常生活を通して知る

地域の事情を基に防災知識を形成すると考える．zl の

蓄積を次式のように仮定する．

zl(t+ 1)− zl(t) = b1ṽj(t) + b3Sj(t)− δzzl(t) (6)
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右辺第 1項は，住民による災害時のOBLを表す．すな

わち災害を身をもって体験することでしかわからない

ような教訓や知識の獲得を表す．b1 は 1回の災害で得

る経験知を表し，一定と仮定する．右辺第 2項は平常

時に地域の事情を把握することにより得られる知識を

意味する．b3 はその把握率を表す (0＜ b3≦ 1)．右辺

第 3項は知識が時間の経過とともに忘却されることを

意味する．δz は知識の忘却率を表す (0＜δz≦ 1)．

各住民の知識 zl は地域知識 Bj として集約されると

仮定する．Bj は次式で与えられるとする4)．

Bj(t) = ²2

⎡⎣ NjX
l

zl(t)
σ2

⎤⎦
1
σ2

(7)

²2 は住民からの集約率を表す (0＜²2≦ 1)．これは，住

民という個々人のもつ知識をどの程度集約することが

できるのかという，いわば地域知識の共有能力と解釈

することが可能である．また σ2 は知識の代替弾力性に

関連した指標を表す (σ2≦ 1)．なお代替弾力性は 1
1−σ2

で表される．

(4) 地域の防災力と生産

地域 j の防災力は専門家が形成する一般知識と，住

民が形成する地域知識の双方によって決まる．専門家

によって開発された多様な防災対策を含む一般知識は，

地域の実情に適したかたちで取捨選択され，応用され

なければならない．よって，地域防災力の向上には一

般知識と地域知識の双方が必要になる．地域防災力Mj

を一般知識 Aと地域知識 Bj の関数として以下のよう

に表現する．

Mj(t) =Mj(A(t), Bj(t)) (8)

地域 j の生産資本 Kj の形成過程は次式で与えられ

ると仮定する．

Kj(t+ 1)−Kj(t) = sYj(t)− δkKj(t) (9)

右辺第 1項は投資を表す．投資水準は地域 j の生産活

動で得られた産出物 Yj の一定の割合 sに等しいと仮定

する (0＜ s≦ 1)．sは投資率である．右辺第 2項は資

本の減耗を表す．δk は資本減耗率である (0＜δk≦ 1)．

最後に，地域の産出 Yj を次式のように仮定する．

Yj(t) = F (Lj ,Kj(t))− Γ(Mj(t))F (Lj ,Kj(t))ṽj(t)

(10)

右辺第 1項の F (Lj ,Kj(t))は平常時における産出高を

表す生産関数であり，生産活動に充てられる労働 Lj と

生産資本Kj に依存する．右辺第 2項は災害時に生産の

減少を表す．その減少率 Γ(·)は地域防災力Mj に依存

する．すなわち

Γ0(Mj(t))＜ 0, Γ00(Mj(t))≧ 0, 0＜Γ(Mj(t))≦ 1

(11)

のように表現できるものとする．生産の減少を表すΓ(·)
には，災害が発生した期における迅速な復興の効果も

含まれる．例えば，地域防災力Mj が高い地域では，災

害時に適切な避難行動がなされて人的被害が少なくな

る．また，避難所における協力等を通じて，発病などの

二次的な被害を軽減することもできる．その結果，早

期の復旧活動への取り組みや経済活動の再開が可能と

なる．また，町工場や商店街，農村，漁村で機材を貸

し借りすることによって事業を継続できる場合もある．

コミュニティレベルの防災力は，地域の生産活動に重

要な影響をもつ．

本章では防災知識の全体像を把握するためのモデル

の定式化を行った．本体系を用いた成長分析は今後の

課題とする．次章では住民によるひとつの知識形成行

動として「対話」を取り上げて，対話を通じて新たに

知識を獲得する可能性に焦点を当てた分析を行う．

3. 対話を通じた知識形成

(1) 対話の機能とモデル

想定外の災害に備えるためには，社会の全ての構成

員が災害の持つ偶有性を意識し続ける必要がある．し

かしながら，防災を職業としない住民にとって災害へ

の危機意識を維持し続けることは容易ではない．災害

経験は時間が経つと忘れられていく．平常時に住民が

新しい防災知識を創出するには，専門家とは異なる環

境が必要になる．本章では，知識形成の環境としての

「住民間の対話」の意義と機能について考察する．

「住民間の対話」は二つの機能をもつ．ひとつは個々

に蓄積した教訓や対策のアイデアを交換し，共有する

ことにある．いまひとつは，他者がもつ予想外の発想

に常に自らを曝しておくことにある．被災体験から時

間が経過するにしたがって，「災害はいつでも起こりえ

る」という意識は薄れてくる．それにより有事の際に

防災知識を速やかに適用する能力は弱まる．しかし他

者との対話を通じて，相手の思いがけない状況想定に

直面し続けることは，自分が想定していない「思いが

けないことが起こりえる」という認識や感覚を維持し

続けることに繋がる．すなわち「他者のもつ偶有性」が

新しいアイデアの獲得と危機意識の持続の二つの効果

をもたらすことになる．

モデルにおけるイベントの順序を図－１のように指

定する．各期 tにおいて，まず生産資本 Kj(t)が前の

期の生産活動により決まる．次に，各住民が対話が成

立すると考える確率 p(t)が与えられる．p(t)は過去の

対話の成立の統計的な実績によって決まる．そして住

民は対話の時間 τ(t)を選択する．対話が実現した下で，

確率的に新しいアイデアが到着する．新しいアイデア
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の到着を意味する確率変数を w̃(t)により表す．w̃(t)の

実現値を得た後に，住民の防災知識である zl(t)が決ま

る．そしてこの期に災害が発生する場合は，これらの後

起こるものと考える．すなわち，ここで確率変数 ṽj(t)

の実現値が与えられる．最後に生産活動により産出物

Yj(t)が決まる．τ，w̃の詳細は以下に説明する．なお，

本章では地域知識に焦点を限定するため，専門家による

知識形成過程は省略し，一般知識 Aは一定のパラメー

タとして扱う．それにより複数の地域を考慮する必要

もなくなるため，代表的一地域のみを取り扱う．そこ

で各変数や定数の添字 j の表記は省略する．

-? ? ? ? ? ? ?

期の初め 期の終わり

Kj p τ w̃ zl ṽj Yj

図－１:イベントの順序

対話の意思決定は，以下の対称集団ゲームにおいて

行われるとする5)．すなわち，各住民には毎期，集団の

中から無作為で選ばれた相手が与えられる．2人のプレ

イヤーは完全に匿名であり，以前に 2人で対話をした

記憶ももたないものとする．そして各プレイヤーは，1

期あたりの利用可能時間 T の中で対話に費やす時間 τ

を決定する．それにより各プレイヤー対話確率は τ/T

となる．そして自身が選択した対話確率と相手が選択

した対話確率の積によって，実現する対話時間が決定

する．対話が実現すれば，先述のようにある確率で新し

いアイデアを得ることができる．次の期になると，ま

た無作為に対話のペアが形成される．このプロセスを

何度も繰り返す．対称ゲームのため，プレイヤーの立

場や情報は完全に対称的である．また，住民全員がプ

レイヤーであり，毎期ゲームに参加するものとする．

ここでは前章で示した個人の知識 zl の形成過程 (6)

を以下のように修正する．なお住民は対称的であるた

め，以下では各変数や定数の添え字 lを省いて表記する．

z(t)− z(t− 1) = b1ṽ(t− 1) + S − δzz(t− 1)
+b2τ(t)p(t)w̃(t) (12)

ここでは右辺第 2項の地域の事情を考慮した知識 S は

外生的で一定と仮定する．いま，右辺第 4項は，対話

によって新たに獲得できる知識の可能性を表す．b2 は

他者の持つ偶有性による知識の獲得の大きさを表すパ

ラメータである．τ は対話する時間を表し，個人の決定

変数である (0≦τ≦ T )．pは対話が成立する確率を表

す．pは第 1期から直前の期までに対話が成立した確率

の平均であり，次式に従って毎期更新されるとする．

p(t+ 1) =
p(t) · (t− 1) + τ(t)

T

t
(13)

また，w̃ は想定外の価値観を持つ他者との遭遇を表す

確率変数とし，次式のように定義する．

w̃(t) =

(
1 with prob. ν(z(t))

0 with prob. 1− ν(z(t))
(14)

ν(z)は想定外の価値観を持つ他者と遭遇する確率を表

し，t期の知識水準 zに依存すると仮定する．基本ケー

スでは，知識 zが増えるほど想定外の価値観を持つ他者

に遭遇する確率 ν(z)は大きくなると仮定する．例えば，

自分の得意分野や興味のある事柄においては知識が豊

富であると考えられるので，新しく何かを発見できる

主観的期待は大きくなる．逆に自分の苦手分野や無関

心な事柄においては知識が乏しく不透明であるために，

新しく何かを発見できる機会には恵まれない．このよ

うなとき ν(z)は zの増加関数と考えることができる．

ν0(z(t))＞ 0, 0＜ν(z(t))≦ 1 (15)

住民の対称性より，地域知識 B は次式のようになる．

B(t) = ²2N
1
σ２ z(t) (16)

また，モデルの簡単化のため，地域防災力M は地域知

識 B について収穫一定と仮定する．

M(t) = AβB(t) (0＜β＜ 1) (17)

さらに，ここでは労働配分を一定とし，生産はK につ

いて収穫逓減であると仮定する。このとき、平常時の

生産関数 F (·)を以下のように表す．

F (L,K(t)) = K(t)α (0＜α＜ 1) (18)

また，生産活動の損失率である Γ(M)を以下のように

特定化する．なおパラメータ γ は下記の不等式の条件

が満たされるように適切に選択されるものとする．

Γ(M(t)) = 1− γM(t) (0＜γ≦
1

M
) (19)

(2) 個人の意思決定

前節で述べたように，個々人が他者との対話にどれだ

けの時間の費やすのかは自らが決定する．そこでは個

人は当該期の期待効用を最大にするように最適な対話

時間を決定するものと仮定する．なお意思決定のタイ

ミングは，図－１に示す τ の時点である．期待効用最

大化問題は次のように表すことができる．ただし各変

数の前の「E」は，当該変数の期待値評価を意味する．

max
τ(t)

u(EC(t), L(t)) = EC(t)− 1
2
L(L− 2T ) (20a)

s.t. L(t) = T − τ(t) (20b)

EC(t) = (1− s)EY (t) (20c)

EY (t) = K(t)α[1− (1− γAβ²2N
1
σ2EZ(t))λ1]

(20d)

目的関数である効用関数 (20a)は，期待消費水準EC(t)

と余暇時間 L(t)により構成されるものとする．余暇時

間に関する部分効用関数は，限界効用逓減を示すもの
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と仮定する．これを解いて，以下のように最適な対話

時間 τ∗(t)を得る．

τ∗(t) = (1− s)λ1γAβ²2N
1
σ2 b2K(t)

αp(t)ν(z(t− 1))
(21)

τ∗(t)は以下の性質をもつ．

∂τ∗(t)

∂σ2
＜ 0,

∂τ∗(t)

∂²2
＞ 0 (22a)

∂τ∗(t)

∂z(t− 1)＞ 0,
∂τ∗(t)

∂p(t)
＞ 0 (22b)

式 (22a)の左の式は，住民の知識の代替弾力性に関連し

た指標である σ2 が増加すれば，最適な対話時間 τ∗ が

減少することを表す．換言すると，σ2 が減少し，知識

の代替弾力性が増加すれば τ∗ が増加することを表す．

また式 (22a)の右の式は，住民からの集約率 ²2 が増加

すれば，最適な対話時間 τ∗が増加することを表す．σ2

が減少すること，そして ²2 が増加することは，地域知

識 Bの生産性を上げることにつながり，さらには地域

防災力M の生産性が大きくなることを意味する．すな

わち式 (22a)は，より高い防災力の実現が期待される

状況下では，対話に費やす時間を増やす傾向があるこ

とを示している．

また，式 (22b)の左の式は，住民の持つ知識 z(t− 1)
が増加すれば，最適な対話時間 τ∗が増加することを表

す．これは，知識 z が増えるほど想定外の価値観を持

つ他者に遭遇する確率 ν(z)は大きくなるという仮定が

反映されている．つまり，個人が持つ知識が増加すれ

ば，新しく何かを発見できる主観的期待は大きくなる

ため，より長い時間対話をする傾向になることを意味

する．さらに，式 (22b)の右の式は，対話が成立する確

率 p(t)が増加すれば，最適な対話時間 τ∗が増加するこ

とを表す．このことと式 (13)をあわせると，pの増加

はさらなる pの増加を導くことがわかる．すなわち一

旦 pが増加すれば，pは増加し続けるか，ある一定の値

に収束する可能性が考えられる．動学の収束性につい

ての詳細な分析は今後の課題とする．

(3) 定常状態

本モデルでは各個人は近視眼的であり，各期の期待

効用のみを最大化する意思決定を行う．しかし資本ス

トックK(t)，知識ストック z(t)，対話確率 p(t)の遷移

が前期の水準を反映するため，システムは動学的な挙

動を示す．前節で得られた最適対話時間 τ∗(t)を考慮す

ると，本モデルの動学は，式 (21)と以下の式で規定さ

れる，なお「＾」は各変数の実現値を意味する．

K(t+ 1) = K(t)− δkK(t)
+s[1− (1− γAβ²2N

1
σ2 z(t))v̂(t)]K(t)α (23a)

z(t+ 1) = z(t) + S − δzz(t)

+b1v̂(t) + b2
τ∗(t)
T

τ∗(t)ŵ(t) (23b)

p(t+ 1) =
p(t) · (t− 1) + τ∗(t)

T

t
(23c)

以下では，毎期平均的に，災害や他者の持つ偶有性

というショックが訪れると想定して，定常状態の分析

を行う．τ∗(t),K(t), z(t), p(t) の定常状態をそれぞれ

τ∗s ,Ks, zs, ps のように表現すると，それらは以下の 4

式を満たす．

s[1− (1− γAβ²2N
1
σ2 zs)λ1]K

α
s − δkKs = 0 (24a)

S − δzzs + b1λ1 + b2
τ∗s
T
τ∗s ν(zs) = 0 (24b)

ps =
τ∗s
T

(24c)

τ∗s = (1− s)λ1γAβ²2N
1
σ2 b2K

α
s psν(zs) (24d)

式 (24a)，式 (24c)，式 (24d)より，zs は次式を満たす．

(1− s)λ1γAβ²2N
1
σ2 b2

ν(zs)

T
·∙

s

δk
[1− (1− γAβ²2N

1
σ2 zs)λ1]

¸ α
1−α

= 1 (25)

これより zs が具体的に求められる．zs が定まれば，式

(24a)よりKsが，式 (24b)より τ∗s が，式 (24c)より ps

が決定できる．zs,Ks,τ
∗
s ,ps の性質については，発表時

に詳細を報告する．

4. おわりに

本研究では，防災知識の形成過程と地域経済の成長

の関係を表す地域経済成長モデルを定式化した．そこ

では，地域の防災力が，専門家により形成される一般

知識と，住民により形成される地域防災知識により構

成されることを指摘した．また，住民の知識形成過程

における対話の機能に着目し，対話を通じたアイデア

の獲得の可能性について定式化した．

対話を通じた「他者のもつ偶有性」との遭遇という

視点は，社会心理学で形成されたものである．本研究

では学際的な立場から，対話を集団ゲームを用いて定

式化し，「他者のもつ偶有性」による知識の獲得の過程

を経済成長モデルの枠組みに導入した．対話による知

識の創出はさらなる対話の動機付けとなる構造を内包

する．逆に対話が減少する社会では防災知識も忘却さ

れていく危険性がある．このような positive feedback

の構造は，従来内生的経済理論6)の分野が着目してきた

ものといえる．それに対して本研究の貢献は，災害時

のOpportunity-Based Learningの希少性を補うかたち

で，対話という確率的知識獲得機会を人為的に作り出

すという視点をもった R&Dの経済成長モデルを提案

した点にあるものと考える．一方，本研究は多くの分

析課題を残している．今後は詳細な分析に取り組むと
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同時に，住民間の対話を促すための環境整備のあり方

等の政策的示唆を導くことを目的とする．なお，本研

究は京都大学防災研究所・萌芽的共同研究の助成を得

ている．記して感謝申し上げます．
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